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 この度、長く男女共同参画・少子化の問題に取り組んでこられた福島瑞穂さんが、

その担当大臣が就任されるにおいて、私たち別居親は親による子の連れ去りや面会

拒否の問題の解決と、親の離別後の共同子育てを政府が促進することを求めます。 

 年２４万人の子どもの親が離婚し、１日６５７人の子どもが親の離婚にあっています。

このうち多くの親子が親の離別をきっかけに、親子関係を絶たれています。昨年より

私たちは、親子関係の断絶が、親子双方に深刻なダメージを与えている現状を社会

に知らしめてきました。毎年１０万組を優に超える親子が引き離され、親子関係の実

態を保てないことは、すでに社会問題であるにもかかわらず、社会からも政治からも

放置されてきました。 

 日本は離婚後に子どもの親権をどちらかに決める単独親権制度をいまだ採用して

おり、親権のない親は子どもに会う法的な保障すら現実には得られないのが実態で

す。他方、子の側から見ると、離婚後の夫婦だけでなく、事実婚夫婦ほかさまざまな

境遇から生まれる婚外子についても、親の責任について法は未整備であり、その結

果、子どもの権利条約に規定された、子どもが親を知る権利や別居親との交流の権

利は日本では絵に描いた餅にすぎません。 

 母子家庭の貧困を挙げるまでもなく、離婚はいまだ「落伍」であり、それは子どもと

の交流を絶たれる親にとっても、子どもにとっても同様です。 

 男女共同参画があらゆる場面で唱えられ、男性の育児への参加が曲りなりにも進

んだ現在、育児を行ってきた親ほど、親どうしの離別と同時に子どもの成長にかかわ

れなくなる事態は、納得しようにもしようがありません。親の離別前後にかかわりなく、

養育は「養育費」という経済面だけでなく、子どもの成長にかかわり、子育てをすると

いう実質においても可能とならなければ、男女共同参画は一面的であるとのそしりを

免れません。再婚家庭も増えている中、子の親は誰なのかという点について不問にし

たまま、単独親権制度に基づいたままの発想で、児童扶養手当を考えたり、子ども手

当てを充当することも不十分だと思います。親の離別後も双方の親が子どもの成長

にかかわる権利と責任があるという視点から離婚家庭支援は総合的に考えられるべ

きです。 



それは法整備をするというだけでなく、別居親子の人権を擁護し、難しい親どうしの関

係を調整しつつ、共同子育てを親の離別後も維持し促進するための第三者支援のあ

り方を、政府も真剣に考えることを意味するはずです。 

  

要望事項 

親の離別後の共同子育てを促進するために、共同親権に向けた法整備をし、第三者

による仲介など適切な行政支援を行うための議論を早急に開始してください。そして、

離婚家庭支援のあり方を男女共同参画の視点から見直してください。 

 


